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Ⅰ 計画策定の基本的考え方

１ 計画策定の趣旨

「沖縄県教育情報化推進計画」は 「沖縄県教育情報化基本計画」を具体的に推進する、

ため、学校教育分野、社会教育分野及び教育行政分野ごとに、それぞれの推進方向、施策

体系、施策の必要性、現状、施策の方向性及びスケジュール等を明確にし、本推進計画に

基づいて教育の情報化を総合的かつ一体的に具現化するために策定した。

（平成１４年６月策定）本推進計画の策定にあたっては、国の「新情報教育に関する手引」

（ における の活用の推進に関する検討会議及び「ＩＴで築く確かな学力」 初等中等教育 ＩＴ

と沖縄県行政情報化推進計画 を参考に、本県の平成１４年８月報告書） （平成１３年３月策定）

特色を生かし、具体的に施策が展開できることを目指した。

２ 計画の期間

、「 」 、本計画は 沖縄県教育情報化基本計画 の を具体化したものであり「第一次推進計画」

計画の期間を平成１４年度から平成１７年度までの４か年とする。

３ 計画の推進及び進行管理

この計画の推進にあたっては、進捗状況や問題点等について継続的に点検を行い、その

円滑な推進に努める。

また、この計画は、国の動きや情勢の変化に応じて適宜見直しを行う。
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Ⅱ 学校教育分野における情報化推進計画

１ 本県における情報教育の現状と課題

(１) 児童生徒の実態

沖縄県情報化基礎調査報告書（平成 年３月現在 では、本県の家庭に 保有す１４ ） パソコンを

４７．１ ４４．９ ４１．６る児童生徒は、小学校３年生で ％、小学校６年生で ％、中学校３年生で

４４．４ パソコン ・ １３ １１％、高校３年生で ％となっている。一般県民の 保有状況（世帯 平成 年

） 、 、 、 。月現在 は ％であり 特に 歳未満の世帯では ％以上の保有率に達している５１．１ ６０ ６０

児童生徒のコンピュータ操作・活用能力については、小学校３年生の ％、６年生４３．７

の ％、中学３年生の ％、高校３年生の ％が文章作成が「できる」又は、７４．２ ７６．９ ７７．２

「少しできる」と回答している。

また、小学校３年生の ％、６年生の ％が「 ができる」と回答し１９．１ ８１．６ インターネット

７９．８ ７９．７ インターネットによる情報検索がており、中学校３年生の ％、高校３年生の ％が

できる」又は「少しできる」と回答している。「

高校３年生では 「表計算 を使った計算式による集計」が「できる」と回答したの、 ソフト

１３．３ データベースソフト データ ６．９ 「プレゼンは全体の ％である 「 を使っての 処理」は ％、。

を使った発表」ができる生徒は ％となっている。テーションソフト ８．１

【 課 題 】

高度情報通信 社会に急激に移行している現在、児童生徒の情報通信機器の活ネットワーク

用の実態が先行しており、学校における情報教育への対応を強力に推進する必要がある。

今後は、児童生徒が、溢れる情報の中から適切な情報を選択・収集・加工・分析するこ

とにより自ら問題を解決するとともに情報を発信していくことが求められている。

特に、その際高度情報通信ネットワーク社会に対応できる情報モラルを育成することが

大切である。

(2) 教員研修

１４ 「コンピュータ文部科学省による実態調査（平成 年３月末）では本県の公立学校教員で

８７．７ ８４．９ ２．８ポイを操作できる」教員の割合は、 ％となっており、全国の全体平均 ％を

ント上回っている。

また 「 で指導できる」教員の割合では、 となっており、全国の全体、 コンピュータ ５３．０％

４７．４ を５．６ポイント上回っている。平均 ％

本調査からみるとおり 情報教育研修計画における平成 年度までの研修目標である 全、 「１３

教員が を操作できるようにする 」及び「全教員の５割が で指導でコンピュータ コンピュータ。

きるようにする 」研修目標をほぼ達成した。。

【 課 題 】

新学習指導要領において、各教科で や情報通信 を活用した「分かコンピュータ ネットワーク

る授業」の実施が求められている。新学習指導要領に基づく教育課程を円滑に実施するた

めに、今後、教員研修内容を「全ての教員が で指導できるようにし、各教科のコンピュータ

指導に対応した実践的な研修」に改める必要がある。
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(3) 教育用コンピュータの整備

国は、学校の教育用 新整備計画（ ）を策定した。コンピュータ 平成１２年度～平成１７年度

その概要は、次のとおりである。

【 コンピュータ教室（標準的な学校における整備水準） 】

従来整備計画 新整備計画

平成６～１１年度 平成１２～１７年度

小 学 校（拡充） ２２台 → ４２台（児童１人に１台、教員用２台）

中 学 校 ４２台 → ４２台（生徒１人に１台、教員用２台）

普 通 科 高 等 学 校 ４２台 → ４２台（生徒１人に１台、教員用２台）

盲・ろう・養護学校 ８台 → ８台（ １人に１台、教員用２台）児童生徒

※ 「普通科高等学校」とは、普通科単独校（専門教育のその他の学科を含む）をいう。

【 普通教室・特別教室等 （新規）】

普通教室 → 各２台（児童生徒用１台、教師用１台）各 学 校

特別教室等 → 学校ごとに６台〔専門高等学校を含む〕

※ １台当り児童生徒数 人 → 人（平均）１５．５ ５．４

１７ コンピュータ ５．１人に◎ 平成 年度までに、小学校は 「教育用 １台当りの児童・生徒数」を、

１台、 ５．２人に１台、高等学校は、７．４人に１台、特殊教育諸学校１．４人に１台を整備中学校は、

目標とする。

◎ 各教室の教員用コンピュータをノート型で整備し、職員室と兼用することにより、教員１人に１台の

整備が可能である。

① 小・中学校の整備状況

１４ 小学校の教育用コンピュータ 台当りの児童・生徒数本県における平成 年３月末現在の １

は、 であり、全国平均 を 下回っている。１５．４人 １５．０人 ０．４ポイント

教育用コンピュータ１台当りの生徒数は １１．０人 ９．３人を１．７中学校の 、 であり、全国平均

ポイント下回っている。

② 県立学校の整備状況

コンピュータ ９．６ ８．４人県立高等学校の教育用 １台当りの生徒数は、 人であり、全国平均

を 下回っている。１．２ポイント

特殊教育諸学校の １台当りの児童生徒数は、 人であり、全国平均教育用コンピュータ ６．２

を 下回っている。５．１人 １．１ポイント

【 課 題 】

小中高等学校及び特殊教育諸学校において、平成 年度までに 教室におけ１７ コンピュータ

る一人に１台使える環境整備のほか、普通教室等への整備を推進し、教育用コンピュータ

１台当たりの児童・生徒数 の適正化を図る必要がある。５．４人

特に、本県中学校における教育用 平均整備台数、教育用 １台当たコンピュータ コンピュータ

、 。りの児童・生徒数においても全国と比較して低くなっており 早急に整備する必要がある
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(4) ネットワークの整備

① インターネット接続状況

旧情報教育推進計画で「県内すべての学校が、平成１３年度までに 環境をインターネット

整備する 」という整備目標を立て、県・市町村教育委員会が積極的に推進し、沖縄県企。

画開発部との で 事業を実施した。タイアップ スクール・インターネット・フリーウェイ

その結果、平成 年３月末現在で学校における 接続率は、小学校 ％１４ インターネット ９８．９

であり、全国平均 ％を 上回っており、中学校、高等学校、特殊教育諸学９７．２ １．６ポイント

校においては、 ％の 接続率になっており 達成するこ１００ インターネット 、当初整備計画をほぼ

とができた。

② 高速インターネット接続状況

スムーズ ４００Ｋｂｐｓ ） インターネット動画像の な送受信が可能となる回線速度（ 以上 での高速

、小学校で４３．０％、中学校で３９．２％、高等学校で４６．８％、特殊教育諸学校で３７．５接続は

、本県の全体平均は、 となっており、全国の全体平均 を 上％ ４２．０％ ３８．０％ ４．０ポイント

回っている。

【 課 題 】

接続の高速化を推進するなど、児童生徒の情報活用能力を向上させるためインターネット

に、 等の時代の変化に的確に対応した情報通信環境を整備する必要がある。ブロードバンド

③ 校内ＬＡＮ整備状況

２５．５％、 ２０．２％、 １６．５普通教室への校内ＬＡＮ整備は、小学校で 中学校で 高等学校で

、特殊教育諸学校で 、本県の全体平均は となっており、全国の全体平均％ １２．０％ ２１．６％

％と同レベルの整備状況となっている。２１．１

【 課 題 】

新学習指導要領では、各教科や新たに創設された 総合的な学習の時間 など、あらゆる「 」

学習活動を通して児童生徒の情報活用能力を育成する必要がある。

そのため、全ての公立小中高等学校等が高速 に常時接続できるようにするインターネット

とともに、各学級の授業において を活用することができる校内ＬＡＮを早急にコンピュータ

整備する必要がある。

④ 地域センター整備状況

県教育委員会では、沖縄県総合教育情報 の拠点として平成 年７月にＩＴ教ネットワーク １４

育 （県立総合教育 内）を開所した。同センターでは、 化に対センター センター ブロードバンド

有害応した情報機器等を設置し、全ての県立学校において、インターネット利用における

の除去、 の確保及び校内ＬＡＮの支援、学校間での良質の教材情報 ネットワークセキュリティ

や実践事例等の共有化により、教員のＩＴ活用の支援を行う。

センター センターまた、上記 と同様な働きをするものが各市町村教育委員会における地域

である。地域 の整備状況は、文部科学省の「高度教育用 利用環境整備センター ネットワーク
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事業」を活用して、平成 年度まで延べ７市町村で整備がなされている。さらに、総務省１４

の「地域 基盤整備事業」を活用して、平成 年度まで延べ 市町村で整備がイントラネット １４ １３

なされている。

【 課 題 】

校内ネットワークを円滑に運用するには、専門的な知識や技能がある程度必要であり、

教師が授業と同時に行うことは困難であり、校内ネットワーク、サーバの導入時に適切な

、 、 、保守契約を結び 専門業者による を受けられる体制の整備 急な に対してサポート トラブル

電話、 、電子メール等で対応できるヘルプデスク 地域センター等のファックス 機能を有した

整備が、是非必要である。

また、ＩＴ教育 と市町村の地域 との役割分担を明確にして有機的に接続センター センター

し、沖縄県総合教育情報 を構築することにより、県全域での教育情報の共有化ネットワーク

及び情報交換の円滑な推進を図る必要がある。

(5) へき地教育

本県は、平成 年５月１日現在、公立小学校は 校５分校、中学校は 校１分校で１４ ２７５ １６５

４４０ １０３合計 校６分校となっている。その中でへき地の指定を受けている学校は、小学校

校（特別地域１校含む 、中学校 校（特別地域１校含む 、合計 校で小・中学校の約） ）７６ １７９

％がへき地の学校である。４０

教育分野において、地理的距離というへき地の不利な要素は、ＩＴを活用すれば解消で

きる部分があり、全小中学校の ％がへき地に存在している本県でのへき地における積極４０

的なＩＴ関連インフラの整備は、県全体のＩＴ教育にとって重要である。

【 課 題 】

インターネット バ－ジョンアップ インターネット( ) 快適に 等を活用するために、機種やＯＳの 、1

接続を高速回線及び常時接続にする必要がある。

( ) 会議 を活用した共同学習・交流学習を推進していく必要がある。2 テレビ システム

( ) 開発した教材や学習指導案等を 上で共有化できるようにし、少人数・複式学習指3 ネット

導の充実を図る必要がある。
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活用の推進のための基本的視点２ ＩＴ

平成 年８月 日に初等中等教育におけるＩＴの活用の推進に関する検討会議により１４ ２４

報告された『ＩＴで築く確かな学力』におけるＩＴ活用の推進のための基本的視点とし、

次のように明記されている。

ＩＴ活用がその教育的効果を実現し、その効果的な活用を広め定着していくために、

各関係者が共通に重視すべき基本的視点を「教員 「 「 」と「各要素のつな」 」ハード ソフト

がり」として整理して、バランスよく施策の推進を図る必要がある。

( )「教員」1

①学力向上のために用いるツールであると認識する。

②実践的なＩＴ活用指導力を高める。

( )「ハード」2

①普通教室などでも活用できるようにする。

②校内あらゆる場所からネットワークに接続できるようにする。

③有害情報、不正アクセス等から子どもたちを守る。

( )「ソフト」3

①教科指導に即した良質な教育用コンテンツ等を充実する。

②授業づくりのヒントとなる情報の共有を積極的に進める。

( )「各要素のつながり」4

①「教員 「ハード 「ソフト」のバランスのとれた推進を図る。」 」

②研修から実践へのきっかけ作りに努める。

展開するに当たり、以上の基本的視点を踏まえ 本県における情報教育の具体的な取組みを、

次の観点から具体的な方策をまとめた。

「 」 、 （ 、教 員 ：各学校段階における情報教育の実践 情報化に対応した指導体制 校内研修

総合教育 等における情報教育推進研修、教科の指導に対応した実践的センター

）な研修

（ コンピュータ ＬＡＮ 、地域センター「ハード ：情報通信環境の整備 教育用 整備及び校内 整備」

整備、沖縄県総合教育情報 整備）ネットワーク

「 」 （ ）ソフト ：教育用 整備 教材開発コンテンツ プロジェクト、教育情報共有システムによる流通

：学校の情報化、学校の情報化を支える体制、地域の情報化に向けて「各要素のつながり」
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３ 情報教育の具体的な取組み

各学校段階における情報教育の実践(１)

本県の新学力向上対策（平成 年度～平成 年度）において、児童生徒に身に付けさ１４ １８

せたい「基礎学力」を、①基礎的・基本的事項の定着、② の能力の育成コミュニケーション

③ 操作・活用能力の育成の３つの力としてとらえ、施策の展開を図っている。コンピュータ

、 、児童生徒の情報活用能力の育成は 情報に関する教科等のみで達成できるものではなく

学校教育活動全体で取り組むことが必要である。

①各教科におけるコンピュータ等の情報手段の活用

１５ コンピュータ操作・活用能力の達成目標○ 平成 年度までに児童生徒の発達段階における

（行動目標）を設定し、各教科及び総合的な学習の時間の年間指導計画に のコンピュータ

活用を位置づける。

県教育委員会では、児童生徒の発達段階における 操作・活用能力の達成目標コンピュータ

（行動目標）を設定し、児童生徒の学習過程や成果の評価を行い、すべての児童生徒が発達

段階に応じた目標を達成できるようにする。

各教科及び総合的な学習の時間における 活用は、その教科及び総合的な学習コンピュータ

の時間の目標を達成し 「確かな学力」の向上を図るために活用されるべきものであり、、

各教科及び総合的な学習の時間の授業の流れの中で自然に活用されることが望ましい。

また、いわゆる情報化の「影」の部分の対応として、 上の や 、ネットワーク ルール マナー

個人情報・ 、著作権等の配慮も必要である。プライバシー

【小・中学校】

各教科等の指導にあたっては、児童生徒が や情報通信 などの情報コンピュータ ネットワーク

手段を適切かつ積極的に活用するように努める。

、 、特に 中学校における技術・家庭 の指導内容 については（技術分野） 「情報とコンピュータ」

学校の情報教育計画及び他教科の 活用計画との関連を図り、３年間の指導計画コンピュータ

を立てるとともに、学習指導要領の内容に基づく評価規準（学習目標）を作成し、適切な

評価を行う。

【高等学校】

新教科 情報 について 年間指導計画 学習指導案 評価の観点等を網羅した教科 情「 」 、 、 、 「

報」の「学習指導資料」を作成し、平成 年度中に全高等学校に配布する。各学校におい１４

ては、学習指導資料を参考に生徒の実態に応じた指導計画を作成し実施・評価する。

【特殊教育諸学校】

、 、 、 、児童生徒の発達段階 社会経験の範囲 個々の障害の状態や学習課題に配慮し 小学校

中学校及び高等学校に準じ、指導計画を作成し、実施・評価するとともに、障害の状態に

対応した周辺機器の活用についても、一人一人の児童生徒に応じた個別の計画を立て、評

価を行う。特に、知的障害養護学校高等部の「情報科」においては、 などの操コンピュータ

作の習得を図り、生活に必要な情報を適切に活用する基礎的な能力や態度を育てる視点か

ら、実習や生活の中での活用を中心とした計画を作成する。
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②コンピュータ教室等の年間使用計画の作成

○ 立学校において、 教室等の年間使用計画を作成平成１５年度までに全ての公 コンピュータ

する。

各学年の情報教育担当者などで構成する情報教育推進委員会（仮称）等で 室コンピュータ

等の年間使用計画を作成し、概ね全ての教科等の指導において 室の活用が円滑コンピュータ

ＬＡＮ での授業の工夫に行われるようにするとともに、校内 を活用した普通教室や特別教室

・改善を図る。

③発展型ＩＴ学習の実施

○ 児童生徒の情報活用能力の飛躍的な向上を図るため発展型ＩＴ学習を実施する。

平成 年度から平成 年度まで、発展型ＩＴ学習事業を行う。発展型ＩＴ学習事業は１４ １７

センター レベル さらに充実ＩＴ教育 に機能的に高い の機器を整備し、学校で行う実習よりも

した発展型ＩＴ教育の機会を児童生徒へ提供する。

テレビ会議システム マルチメディア ネットワーク実習では、 、 機器の技術習得、高校生には、

技術習得も取り入れた実習等を行う。

、 。また 夏季休業中に中学生及び高校生を対象に英語によるＩＴ学習 を実施するセミナー

④コンピュータ操作・活用能力の実態調査の実施

○ 平成 年度から児童生徒の発達段階における 操作・活用能力の実態調査１５ コンピュータ

を実施し、情報教育に関する計画、実施、評価の を確立する。マネージメントサイクル

県教育委員会においては、平成 年度に実態調査実施要領を作成する。１４

、 、 、学校においては 児童生徒の実態に即した発達段階達成目標 行動目標 を設定し 計画（ ）

実施、評価の を確立することにより、指導の改善・充実に努める。マネージメントサイクル

⑤指導補助教員等を活用したＩＴ活用授業の充実

学校の情報教育を支援するため、情報処理技術等の専門家の活用やＩＴを活用した○

授業等における指導補助のための要員確保に努める。

、 、学校における 等の活用を円滑に行うため 情報処理技術等の専門家を活用しコンピュータ

講師や授業の補助を行ったり、校内サーバの設定などを行なったりすることはきわめて有

学校の支援を行う。意義である。県教育委員会は緊急地域雇用創出特別事業等により、

⑥教員自作デジタル教材及び教育素材の作成促進

○ 教員自作のデジタル教材や教育素材の作成を促進するため、教育情報共有化推進

委員会（仮称）を設置し、教育情報共有化のメリットを全県的に展開する。
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、 、教育情報共有化推進委員会 仮称 は あらゆる教科の教員が利用できるようにするため（ ）

、 、教育研究団体や学識経験者に呼びかけて設置し 体系的な教科別のデジタル教材等の提供

活用、蓄積及び評価の流通体制の構築を目指すものである。

ナショナルセンター（ＮＩＣＥＲ） Ｗｅｂサイト国では、教育情報 の機能を立ち上げ、

（ から多くの 教材を提供している。http://www.nicer.go.jp/) デジタル

センター Ｗｅｂサイト 「教育情報県教育委員会では、ＩＴ教育 の （ ）からhttp://www.open.ed.jp

に蓄積された を利用できる。ＩＴ教育 では、郷土教材 本共有システム」 データ センター ５０００

１６ 全校種、全学年に対応したデジタル教材を作成・提供する以上の提供及び平成 年度までに

教材開発 を実施することにより、教育情報共有化を推進する。プロジェクト

⑦情報教育の中心校 の設置（情報技術高等学校 仮称）

総合的に行うことができる情報教育中心校を設置する。○ 情報に関する学習を

国際化・情報化の進展に対応した人材育成の強化や本県の経済振興の中核に位置づけら

れている情報通信産業の担い手の育成が強く求められている。情報通信産業の分野におけ

る人材は、非常に高度な知識・技術が要求されるため、短期間で育成することが困難であ

り、高等学校での基礎段階からの系統的な教育が必要である。

このため、情報処理や情報技術に関する科目を多数開設し、情報に関する総合的な教育

を展開して情報関連の資格取得を目指すとともに英語を中心とした外国語教育を重視した

新たな学校を既設の高等学校の再編によって設置し、情報教育の中心校としての役割を持

たせていく。
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情報化に対応した指導体制の整備(2)

県教育委員会では 「確かな学力の重要な要素である児童生徒の情報活用能力の育成に、

は、教員のＩＴ活用指導力に負うところが大きい 」との認識に立ち、ＩＴ活用指導力の。

確実な育成のために、①校内研修の充実、②ＩＴ教育センター 研修におけるＩＴ教育指等

導者の早期大量養成、③教科別研修におけるＩＴの活用に関する時間の 学校種や教設定、

など、教科の指導に対応した実践的な研修の充実に努める。科に応じたＩＴ活用方法の研修

研修を実施する上での留意点として、

(ｱ) 教科等の授業との直接的な関わりを明確にした研修にする。

(ｲ) 研修成果が実践で活用できるような研修とし、研修後においても、 を活用ネットワーク

した研修を継続的に行う。

(ｳ) の活用方法及び教科共通的な内容につての研修を行うことにより校務処理ネットワーク

の効率化を図る。

① 校内研修計画の策定

○ 平成 年度までに全ての公立学校において校内研修計画を策定する。１５

コミュニケー児童生徒の指導上の課題を共にする最も身近な同僚同士による教科を超えた

や校内研修は効果的である。 や の活用法、教科共通的な内容ション コンピュータ ネットワーク

及び校務処理の効率化等については校内研修が適している。

県教育委員会では、ＩＴ活用はある程度のスキルと慣れを要するものであるため、出席

管理や成績処理、事務連絡など日常的な校務処理の効率化及びＩＴ活用の促進のため、全

ての公立学校へ進路相談支援 の普及を図る。システム

② ＩＴ教育研修の充実

１６ コンピュータ できるように研修を実施する。○ 平成 年度までに全ての教員が を用いて指導

研修を必要とする教員を対象として、コンピュータを活用して教科指導ができるための

指導力養成研修を実施する。同研修では、各教科等指導で情報教育機器を活用できるよう

教材作成に主眼を置く。

また、同研修は、当面する課題について、組織的、計画的に実施する重点課題研修とし

センター １６ 概ね全てて位置づけ、県立総合教育 を中心として研修を行い、平成 年度までに

で指導できるようにすることを目的として、実施する。の教員がコンピュータ

さらに、研修の効果をより高めるため、校内研修で強化を図る必要がある。

コンピュータ インターネット コン※ を用いて指導できるとは、教育用ソフトウェア、 等を使用して

を活用した授業ができること、あるいは、 等によって 画面上のピュータ プロジェクタ コンピュータ

等を提示しながら授業等ができることを指す。コンテンツ
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○ 平成 年度までに各学校に２～３名の校内 管理者を養成する。１６ ネットワーク

校内 の整備及び教育用 の を活用した運用・管理を行うためＬＡＮ コンピュータ ネットワーク

には、ある程度のネットワーク技術を身に付けた 管理者が必要である。ネットワーク

県教育委員会では、情報教育推進リーダー等の教員に過度の負担がかからないように、

各学校に２名～３名の 管理者養成のためのＩＴ教育研修を行う。ネットワーク

③ 英語によるＩＴ教育研修の実施

○ 平成 年度から英語によるＩＴ教育研修を実施する。１４

ＩＴ活用能力と英語によるコミュニ を融合した指導力向上のために、平成ケーション能力

。 、１４ １６年度から平成 年度まで実施する実証実験研修を実施する 研修期間は一ヶ月間とし

。 、 、講義は する 研修の対象・研修員人数は 全教科の教諭を対象としてオールイングリッシュと

毎年、小学校・中学校・県立学校各 名の 名とする。３６ １０８

同研修では、ＩＴ機器利用の を図るとともに、 や とのスキルアップ コンピュータソフト ＡＬＴ

語学研修を通じて英語運用能力の向上を図る。また、 会議 等による国際交流テレビ システム

情報化・国際化に対応できる資質能力の実施方法等を習得し、国際理解教育の充実を図り、

の向上を図る。

なお、平成 年度からは、 高校 設置に向け、英語で各教科１７ インターナショナル （仮称）等の

を指導できる教職員を養成するための研修に発展・充実させる必要がある。

④ 教材開発プロジェクトの実施

○ 平成 年度から教材開発 を実施し、小・中・高等学校及び特殊教育諸学１４ プロジェクト

校の全ての教科の 分析を行い、 教材を体系的に開発する。カリキュラム デジタル

、 、 、教材開発プロジェクトは 平成 年度から平成 年度まで実施し 毎年小学校の２名１４ １６

中学校２名、高等学校４名、特殊教育諸学校１名の計９名の研修員が１年間の長期研修に

おいて開発する。

同 を実施する長期研修員のデジタル教材開発を支援するため、各教科研究会プロジェクト

に協力を呼びかけるとともに、 教材開発を推進する。デジタル

プロジェクト デジタル デジタル同 で開発する 教材の主な内容は、①教師が授業で活用できる

教材の開発、②児童生徒が課題解決学習等で活用できる 教材の開発である。デジタル

⑤ ＩＴ活用による遠隔教育及び遠隔研修の実施

１４ センターにおける インターネットを○ 平成 年度から県立総合教育 研修会や講座などを

配信し、各学校で受講できるようにする。通して
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電子 や 会議 などを活用して、交流の機会の拡大や同じ で相手メール テレビ システム テ－マ

校と共同学習する等、多様で継続的な交流の展開を推進する。

また、地域の特性を生かした の開発に努め、授業の実践事例や指導案、学習コンテンツ

リンク へき地・少人数・複式学習指導資料の 集などをネット上に登録・活用できるようにし、

充実を図る。の

高等学校における「情報」免許の取得

新教育課程の実施に伴って、平成 年度から新たに教科「情報」の免許が必要になる１５

教員については、文部科学省が平成 年度から平成 年度まで実施する現職教員等講習１２ １４

会において第１表のとおり計画的に免許取得者を養成する。

（第１表）現職教員講習における免許取得

Ｈ１２年度 Ｈ１３年度 Ｈ１４年度 小 計 合 計

免許取 普通教科 ３３ ２８ ４２ １０３人
得対象 １６６人
教 員 専門教科 ７ ２８ ２８ ６３人
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(３) 情報通信環境の整備

① 校内ＬＡＮ及び教育用コンピュータの整備

１７ ＬＡＮ コンピュータ○ 平成 年度までにほぼ全ての公立小・中学校の校内 整備及び教育用

新整備計画における水準の達成を促進する。

［ 小・中学校 ］

市町村教育委員会に対し、平成 年度までに教育用 及び校内 整備計画１４ コンピュータ ＬＡＮ

の策定を促進する。

平成 年度までに、学校の実態に応じて、小学校においては、教育用 １台１７ コンピュータ

当たり児童数 人に、中学校においては、教育用コンピュータ１台当り生徒数 人を５．１ ５．２

目標としてとして整備する。その際、 など、学習目的に応じて必要な周辺機器プロジェクタ

を含めた一つの としての整備が必要不可欠である。システム

また、全ての学級のあらゆる授業において教員及び生徒が を活用できるようコンピュータ

校内 の整備を国庫補助事業や 等の 活動を活用しての整備を促進LAN ネットデイ ボランティア

する。

○ 平成 年度までに、ほぼ全ての県立学校の校内 を整備し、平成 年度までに１６ ＬＡＮ １７

教育用 新整備計画の水準を達成する。コンピュータ

［ 県立学校 ］

高等学校においては、新学習指導要領の平成１５年度実施に併せて、平成１４年度まで

に概ね全ての学校が校内 の整備を完了し、全ての学級から に でＬＡＮ インターネット アクセス

きる環境を整備し、平成１７年度までに を各普通教室に２台及び特別教室などコンピュータ

、 。 、学校ごとに６台整備し 教育用 １台当り 人を目標として整備する その際コンピュータ ７．４

など、学習目的に応じて必要な周辺機器を含めた一つの としての整備プロジェクタ システム

が必要不可欠である。

小・中・高等学校 １６ までに概ねなお、特殊教育諸学校においては、 に準ずるが、平成 年度

ＬＡＮ １７ 教育用コンピュータ１台当り全ての特殊教育諸学校に校内 を整備し、平成 年度までに

人を目標として整備する。１．４

② 教員一人一台のコンピュータ整備の検討

１６ コンピュータ整備の検討を行う。○ 平成 年度から県立学校教員一人一台の

平成 年度までには、ほぼ全ての教員が で指導できることを目指して、ＩＴ１６ コンピュータ

教育研修を実施している。全ての教員がコンピュータで指導できるようになると 「ＩＴ、

で築く確かな学力」を育成するためには、教員一人一台の 整備は、必要不可欠コンピュータ

である。
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③ 学校のインターネット高速回線への切替え

、○ 平成 年度までに全ての小・中学校から高速 に常時接続できるように１７ インターネット

光 や 等の高速回線への切替えを促進する。ファイバー ＡＤＳＬ

、○ 平成 年度までにほぼ全ての県立学校の 接続回線を高速回線に切替え１４ インターネット

ＩＴ教育 を拠点とする教育用イントラネットを整備する。センター

平成 年度から本県で実施している 事業（ 事業）１２ ＳＩＦ スクール・インターネット・フリーウェイ

「学校における 常時接続利用において、高速・大容量の通信回線を無償、もしインターネット

、 」 、くは 低廉な料金で設置・提供する実験事業 を継続及び地域を拡大して行うことにより

光 や 等の高速回線への切替えを加速する。ファイバー ＡＤＳＬ

○ 通信回線確保が困難な離島に関しては、沖縄県総合行政情報通信 を活用ネットワーク

、 。して 沖縄本島内の から 接続できるよう検討・調整するアクセスポイント インターネット

その際、沖縄県離島・へき地遠隔医療支援情報システムとの通信回線共有化による効率

コンピュ－タ イン的な運用も視野にいれて検討する必要がある。また、 を新機種に切替え、

の接続回線を光 や 、衛星通信等で高速化を図る必要がある。タ－ネット ファイバー ＣＡＴＶ

④ 市町村地域センター整備の促進

○ 平成 年度までに約２０カ所の市町村地域センター整備を促進する。１７

各市町村において地域センターの整備を促進する。各市町村の地域センターは、管轄内

、 、の小・中学校の 接続回線を高速回線に切り替え 教育用 を構築しインターネット イントラネット

管轄内の小・中学校における有害・違法情報の除去、ネットワーク 管理や校内セキュリティ

ＬＡＮ ブロードバンド 対応した情報等の運用支援を行い、学校の情報化を支援するための 化に

通信機器を整備した施設である。

地域 の整備により、児童生徒及び教員が、安全で快適な学校のＩＴを活用したセンター

学習活動ができるようになる。

⑤ 沖縄県総合教育情報ネットワークの構築

○ 学校教育 社会教育及び教育行政 各市町村教育委員会（県内全ての公立学校を含む）、 （

を含む）の関係機関全てを結ぶ沖縄県総合教育情報 を段階的に構築する。ネットワーク

学校教育、社会教育及び教育行政の各機関が保有する教育情報をＩＴ活用による迅速な

リアルタイム提供及び教育情報の共有化を図るとともに、公立学校及び各教育機関相互での

な情報交流を可能にするため整備する。
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沖縄県総合教育情報 を有機的に機能させるため、ＩＴ教育 を拠点とネットワーク センター

して整備拡充する。

センター １５ センターとの連携を促進し、ＩＴ教育 は 平成 年度以降に各市町村における地域、

各地域 間の教育情報の共有化を図り、情報交換の円滑化を支援する。センター

⑥ 「教材機能別分類表」に基づく教材整備の促進

、 「 」 、○ 義務教育諸学校の教材整備において 平成 年度から 教材機能別分類表 により１４

普通教室等で使用する学習指導用 や なども教材整備の中に例示されてソフトウェア ＤＶＤ

おり、その整備を促進する。

義務教育諸学校の教材整備については、平成 年 月５日付け、文部科学省初等中等１３ １１

局長より、従来の「標準教材品目」は廃止になり、今後は「教材機能別分類表」を参考と

して、教材の機能を重視して教材選択・教材整備を図るよう通知があった。

なお、教育用 を「教材」の重要な要素としていくためには、指導内容に即しコンテンツ

て必要な 柔軟に選択、購入できるようにするとともに、 や新たコンテンツを バージョンアップ

なコンテンツへの切替えなどにも対応できるようにする必要がある。

沖縄県総合教育情報ネットワーク図

市町村立小・中学校

沖縄県庁
　　　　エル・ネット

専用回線

公民館
　　　　専用回線 公立図書館

　　専用回線

  その他教育機関

教育事務所
県立博物館

          県立図書館 　　     　沖縄県生涯学習推進センター（仮称)
      県立埋蔵文化財センター

教育行政イントラネット

地域
イントラネット
（高速回線）

市町村立
小・中学校
イントラネット
（高速回線）

県立学校
イントラネット
（高速回線）

　　 ①各市町村立小・中学校は地域センターで集約しインターネット及びIT教育センターへ接続を行う。
　　 ②地域センターに高度教育用ネットワーク利用環境整備事業（文部科学省）を行うことによりセキュリティの確保、
   　　有害情報の除去、教育情報の共有などができる。
　　 ③IT教育センターと専用回線で接続・連携することによりIT教育支援システム（ＩＴ教育総合案内、教育情報共有
   　　システム、教材作成支援システム、進路相談支援システム、国際交流支援システム（ 調整中 ）の機能をすべて
   　　活用できる。

沖縄県総合行政情報
　通信ネットワーク（ATM網）
 point to pointの通信可能

     　　ＩＴ教育センター
沖縄県総合教育情報ネットワークの拠点
として教育情報の集約・提供を行う。

地域センター
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⑦ 県内公立学校への情報化支援システムの提供

○ 平成 年度までに県内全ての公立学校に進路相談支援 を提供する。１４ システム

同 は、校務処理事務を始め、児童生徒の進路に関する意識調査や学習状況を含システム

ファイル 計画的・継続めた児童生徒の個人 を作成することができ、児童生徒の個々に応じた

的 システムである。なきめ細やかな進路指導や学習指導を支援するための

また、統計 を集約し全県的な動向を把握することができ、沖縄県商工労働部が開データ

発予定の若年者総合雇用支援 との連携を図ることにより、 な進路指導がシステム タイムリー

期待できる。

県教育委員会は、同 を県内市町村教育委員会へ無償で提供し、全ての公立学校システム

ＬＡＮ ネットへの普及を目指しているが、導入の前提条件として、校内 （教師用と生徒用の

切り分けが行われていること ）及び専用 等の活用環境が整備さワーク サーバ（ＳＱＬサーバ）。

れている必要がある。

○ 平成 年度までに県内全ての公立学校に教材作成支援 を提供する。１４ システム

県教育委員会は、平成 年度に開発した教材作成支援 を県内市町村教育委員会１３ システム

へ提供し、全ての公立学校への普及を図る。同 や校内 で利用システムは、インターネット ＬＡＮ

できる 評価分析機能を有するシステムである。同システムの学習履歴分析教材作成機能・

機能を 作成すれば、児童生徒個人にあった効果的な学習指導が期待活用しデジタル教材を

できる。また、 対応型であるため、特別な を必要とせず、教材の共有化を加速Ｗｅｂ ソフト

するものである。

⑧ デジタル教材等流通の促進

１４ プロジェクト デジタル 教育○ 平成 年度から教材開発 で開発した 教材や教育実践事例等を

に蓄積し、県内全ての公立学校での活用を図る。情報共有システム

開発した 教材は、ＩＴ教育 内の教育情報共有 に登録する。各学デジタル センター システム

校では、 を活用しデジタル教材等を利用できるようにするとともに、各教員のネットワーク

自作デジタル教材等を登録できるようにする。

また、県立総合教育 の各課が所有している教育素材や教育情報を 化し、センター デジタル

ＩＴ教育 内の教育情報共有 に搭載し、広域 を活用し、各学校でセンター システム ネットワーク

の利用を推進する。
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(4) 学校の情報化の推進

① 市町村教育委員会における情報化推進計画等策定の促進

○ 平成 年度までに、各市町村教育委員会において、その所管する各学校の情報教育１５

を総合的に実施するための情報化推進計画の策定を促進する。

各市町村教育委員会においては、管轄下の学校の情報化推進計画を策定するとともに、

必要な予算措置を行い、各学校に周知させて、情報教育推進の環境整備を推進する必要が

ある。そのためには、

(ｱ) 市町村の学校の情報化推進計画

(ｲ) 情報通信環境の整備計画

(ｳ) 地域 を含めた管轄地区内のＩＴ安全管理 等の作成センター マニュアル

(ｴ) 情報機器等利用状況実態調査

などの情報教育の推進に必要な計画の策定と実施が望まれる。

② 情報化に対応した校内体制の整備

○ 平成 年度までに、全ての公立学校において情報化推進 を中心とする情報教育推１６ リーダー

進委員会 などを位置付けて、校内情報化推進計画及びＩＴ安全管理 を策定（仮称） マニュアル

情報化の推進を図る。し、学校の

リーダー情報化推進委員会（仮称）は、学校の情報化を円滑に組織的に行うために、校長の

のもとに情報化推進 を中心として、すべての教員の協力体制がとれるよう学校のシップ リーダー

実態に応じて校務分掌への位置づけを行い、学校の校内情報化推進計画を策定し、学校の情報

化を推進する。校内情報化推進計画に盛り込まれる内容としては、以下のものが考えられる。

各学校の情報化に関する基本的目標、方針(ア)

各教科における情報活用能力の育成や の活用に関する年間指導計画(イ) インターネット

設置教室及び校内 の使用計画(ウ) コンピュータ ネットワーク

の活用に関する年間研修計画(オ) コンピュータ

情報化を推進する校内組織(カ)

以下の事項は、ＩＴ安全管理 に含めることが望ましい重要なものである。マニュアル

(ｱ) ネットワーク マニュアル障害及び不正使用発生時の対応

危機が発生したとき、どのような対策と連絡を行うのか、あらかじめ想定される事態につい

マニュアル 確立することが大切である。て、 を作成し、全教職員が適切な対策がとれる体制を

・電子 等使用規程(ｲ) インターネット メール

メール まれないためには、電子 による被害者や加害者となることの防止や事件・事故に巻き込

送信・受信する際どの範囲までの相手に送信するのか、受信の相手の範囲はどこまでにするの

かをあらかじめ使用規程等で定める。

児童生徒等の個人情報取り扱い要領(ｳ)

や電子 により各種の情報が容易に多人数を対象に公開できる環境にあり、インターネット メール

個人情報の収集・発信に関しては、全職員が、その保護等に留意して行う必要がある。
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各学校においては、個人情報取扱要領等を策定し、その内容を全職員に周知する。

情報モラル・著作権等指導資料及び取り扱い要領(ｴ)

情報の送受信や公開する際には、個人の や情報の信頼性の確認、著作権の遵守なプライバシー

ど情報を発信する側のモラルが求められる。情報 と著作権等に関する指導資料と教職員モラル

の取り扱いに関する要領を作成して対応を図る。

情報機器等使用時における健康維持配慮事項(ｵ)

ディスプレイ キー児童生徒の健康管理のために、教室の明るさ、室温、 の輝度・角度・高さ、

・机･いすの高さ、適度の休憩など を児童生徒に使用させる際には学習環境をボード コンピュータ

整える必要がある。

なお、ＩＴ安全管理マニュアルを学校において作成する際は、各市町村教育委員会が、各市

町村における学校の情報化推進計画を策定し、今後の情報環境整備に関する整備計画及び校内

の安全管理 等を所管する学校に明らかにすることが必要である。ネットワーク マニュアル

③ 公立学校におけるホームページ開設の促進

○ 平成 年度までに、全ての公立学校における 開設を促進する。１６ ホームページの

学校は、教育活動その他の学校運営の状況について、保護者や地域住民に対して積極的

に情報を提供することが重要である。

学校として公式な情報発信については、その情報の内容について常に校内で話し合い、

校長をはじめとした管理職や情報の内容に責任が持てる分掌の教員が対応することを原則

とし、校長の判断で掲載するものとする。

なお、学校の近隣には緊急避難場所や交番などの災害発生時に連絡をとる場所や方法が指定

されており、避難経路など随時ホームページに公開し、災害対策 を作成して児童生徒マニュアル

への指導はもちろん保護者・地域へも周知させることがも大切である。

④ 学校・家庭・地域連携による教育情報活用実験事業の促進

○ 学校・家庭・地域連携による教育情報の活用が図られるような実験事業を積極的に

促進する。

学校間の教育用イントラネットの整備に伴い、学校・家庭・地域連携による教育情報の

ＣＡＴＶ等の活用が今後さらに重要になってくる。そのため、学校・家庭・地域を有機的に

活用した実証実験事業を積極的に行う必要がある。ネットワークを
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(5) 学校の情報化を支える体制の整備

ＩＴ教育センターは、沖縄県総合教育情報 の拠点として、 の一括ネットワーク ネットワーク

次の取組を実施管理とＩＴ教育支援システムの導入により学校の情報化を支援するため、

する。

① 学校の情報化を支援するヘルプデスクの設置

平成 年度までに学校の情報化を支援するためヘルプデスクを設置する。○ １５

ネットワークサーバ トラブル マニュアル校内の の管理体制において、 が発生したときの危機

の整備が必要であり、ＩＴ教育 において、 や に対して一括管理センター セキュリティ ウィルス

する。

センターのネットワークシステム インターネット システム学校からＩＴ教育 を経由して 接続し、

全体を効率的かつ安全に稼働させるための 及び 機器の設定、管理を行いサーバ ネットワーク

円滑に運用ができるように、ＳＥの配置を行う。

ネットワークシステム ヘルまた、学校の の障害等に対して迅速・適切な支援を行うための

、ＩＴ教育支援 の効果的な運用を促進するための をＩＴ教育プデスク システム ヘルプデスク

に常駐させるよう努める。センター

② ＩＴ教育支援システムの開設

平成 年度までにインターネット上にＩＴ教育総合案内を開設する。○ １４

・ ・ＩＴ教育総合案内は、児童生徒や教員が、溢れる情報の中から適切な情報を選択 収集

。加工 分析できるよう事前に情報を集約・蓄積して提供できるＩＴ教育支援サイトである・

１４ 教育情報共有システムを開設する。○ 平成 年度までに県内全ての公立学校で使用可能な

教育情報共有 は、各教員が作成した指導案、自作 教材、提示用素材等をシステム デジタル

県内の公立学校から を活用し利用できるようにするとともに、各学校から登録ネットワーク

できる教育資源の蓄積・流通を図るシステムである。また、児童生徒の学習活動の情報を

共有・蓄積し課題解決型学習の支援をするシステムである。

平成 年度までに国際交流支援システムが活用できるように調整する。○ １５

同 は、大阪教育大学が開発した であり、国際交流の情報を集約することシステム システム

により、授業の調整ができるものである。また、同システムを有効に活用するため、県立

総合教育 には、外国語補助教員（ を配置し、外国語研修の補助を行うととセンター ＡＬＴ）

もに国際交流活動への協力を行うものとする。
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③ 教職員及び児童生徒の学習用メールアドレスの配付

１４ メールアドレス及び児童生徒の メール○ 平成 年度までに公立学校の全教職員の 学習用

を準備する。アドレス

教育活動や学校の運営状況の相互活用を促進するために、平成 年度までに公立学校の１４

全教職員の電子 及び公立学校毎に児童生徒の学習用 を準備し、メールアドレス メールアドレス

情報教育の支援を行う。

尚、 の配付は、各教育委員会からの申請手続きにより行う。メールアドレス

④ 県立学校の校内ＬＡＮ運用に関する支援

１４ セキュリティ ＬＡＮ○ 平成 年度までに全ての県立学校の有害情報の除去、 管理及び校内

の支援を行う。

センターでは、 ネットワークセキュリティの管理、ホームＩＴ教育 県立学校の有害情報の除去、

開設及び学校間での教育情報の共有化等を行う。また、県立学校の校内 学校ページ ＬＡＮや

の 管理等に関する支援を行い、教員の工夫された をＩＴ活用でよりネットワーク カリキュラム

活用できるサポート体制を整備する。効果的に
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情報化推進計画表学校教育分野における

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

（２００２年度） （２００３年度） （２００４年度） （２００５年度）

移行措置

校内ＬＡＮの整備 県立学校７８校

（国庫補助金）小・中学校４４６校

情報教育の
実践

沖縄県総合
教育情報ネッ
トワーク整備

ソ
　
フ
　
ト
　
面

ネットワーク管理者
養成研修

英語活用IT教育研修

学校教育用
コンテンツの
開発

教材開発プロジェクト

教材作成支援システムの
普及

進路相談支援システムの
普及

教員研修の
実施

年　　　度

教育用コンピュータ等の整備
（周辺機器、ﾈｯﾄﾜｰｸ化を含む）

ハ
 
ー

 
ド
 

面

（地方交付税措置）　　

新世代型学習空間整備（国庫補助金）

ＩＴ教育センター整備

地域センター整備の促進
（国庫補助事業）

教
　
育
　
課
　
程

教育情報共有システムに
よる普及

沖縄県総合行政情報通
信ネットワークとの連携

高等学校学習指導要領

中学校学習指導要領

IT教育研修

【平成１６年度までの目標】

【平成１７年度までの目標】

スクール・インターネット・
フリーウェイ事業(県単独)

発展型ＩＴ学習の実施

小学校学習指導要領

目
　
　
標

インターネット
への接続

（地方交付税措置）

（国によるモデル事業）

【平成１５年度までの目標】

全ての公立学校の教員がコンピュータで指導できるようにする。

全ての公立学校の全ての学級のあらゆる授業において、教員及び児童
生徒がコンピュータやインターネットを活用できる環境の整備を促進する。

各教科や総合的な学習の時間でコンピュータや情報通信ネットワークの活用

技術・家庭「情報とコンピュータ」を必修
各教科や総合的な学習の時間でコンピュータや情報通信ネットワークを活用

情報科を新設・必修
各教科や総合的な学習の時間でコンピュータや情報通信
ネットワークを活用

各教科で教育
機器の活用

高校６０校整備
特殊３校整備

コンピュータ教室（４２台）、普通教室（各２台）、特別教室（各学校６台）

高度情報通信ネットワーク利用環境の整備

各市町村まで
接続完了

公立学校の全ての教員がコンピュータで指導できるよう
になるためのＩＴ教育研修の実施

小・中・高校・特殊の全ての教科をカリキュラム分析し、
Ｗｅｂ上で利用できるデジタル教材等の開発

高校２校整備、特殊１２校整備

文科省校内ＬＡＮ整備事業、総務省地域イントラネット基盤整備事業で整備促進

ＩＴを活用した授業が自在にできるよう情報対応使用を備えた教室の整備促進

ネットワークの拠点
として整備完了

県立学校７８校を
イントラネット接続

沖縄県総合行政情報通信ネットワークを活用し、
小・中学校を地域センター経由で随時接続

学校のインターネット接続における民間事業者の通信事業者による
無償もしくは、低廉な情報通信回線を利用する実験事業の実施

公立学校の高速化の推進（光ファイバー、ADSL等への切替え促進）

次世代ITを活用した未来型教育研究開発事業
小学校１７校、中学校９校、高校２１校、特殊１校

各学校に２～３名のネットワーク管理者の養成

オールイングリッシュでのIT教育研修の実施

校内ＬＡＮで利用する校務処理、成績処理、進路相談支援を行える
同システムを県内全ての公立学校へ提供

インターネットや校内ＬＡＮで利用できる教材作成機能・評価分析機能を
有するＷｅｂ対応型の同システムを県内全ての公立学校へ提供

デジタル教材作成運動の展開
教材作成プロジェクトで開発したデジタル教材を同システムを活用し
県内全ての公立学校での活用の促進

充実した発展型ＩＴ教育の機会を児童生徒に提供

沖縄県教育委員会
情報化推進計画策定

各市町村教育委員会
情報化推進計画策定
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Ⅲ 社会教育分野における情報化推進計画

１ インフラの整備

インフラ 、以下の施策を重点的に推進していく必要がある。社会教育分野の の整備に当たって

(1) 生涯学習推進センター（仮称）の情報通信環境の整備

【 施策の必要性 】

生涯学習推進センター（仮称） ネットの情報通信環境を整備し、県内の生涯学習関連施設を

化 することで、県民ワーク （県民がいつでも、どこでも、様々な学習情報にアクセスできる体制）

の自主的な学習活動を支援するための事業を、集中的・総合的に行うことができる。

【 現 状 】

同センターの基本構想・基本計画を策定しているが、現在は建設のめどが立たない状況

である。

【 施策の方向性 】

、 。当分の間 の機能を確保する県の既存施設において、沖縄県生涯学習推進センター（仮称）

(2) 衛星通信利用による「子ども放送局」事業の促進

【 施策の必要性 】

文部科学省では平成 年度の完全学校５日制の実施に向けて「全国子どもプラン 、１４ 」

「新全国子どもプラン」 １１ 子ども放送局」を策定し 平成 年度から実施してきた そのなかの、 。 「

、 、 、 、 、は 学校が休みになる土曜日に 子どもたちが集まる図書館 公民館 博物館等において

を活用して、参加型の番組等を提供している。エル・ネット（教育情報衛星通信ネットワーク）

子どもたちの体験活動啓発や読書啓発のため、子ども放送局が必要である。

【 現 状 】

１１ （９か所） （９か所） （４校） （１６か所）平成 年度からは、公民館 や図書館 、学校等 、その他

「エル・ネット」（教育情報衛星通信ネットワーク） 「子ども放送に設置された 受信施設において、

や全国の大学・短期大学の公開講座を受講できる が運用局」 「エル・ネットオープンカレッジ」

されている。

【 施策の方向性 】

島しょ性や市町村間の生涯学習基盤整備の格差、大学等高等教育機関の偏在等の課題を

抱える本県にとっては、県内の公民館や学校等への講座等を配信することで格差の是正を

図る必要がある。 地域の の活用や遠隔講義 による大学等の高エル・ネットや ＣＡＴＶ システム

等教育機関の公開講座等を活用し、より多くの県民が生涯学習 を享受できるようサービス

促進する。
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２ システムの整備

(1) 生涯学習情報提供システムの整備

【 施策の必要性 】

生涯学習情報提供システムは、平成４年度に導入され、平成 年度までに 市町村が１０ ４２

端末機を設置して活用されてきたシステムである。本システムは、生涯学習社会の構築を

、 （ 、 、 、 、 、目指して 生涯学習情報 学習情報 施設 団体 指導者・人材・グループ ボランティア

視聴覚教材、各種資格、見学、情報源、図書情報の 種類）を体系化し、併せて各機関と１０

必要なシステムである。リンクすることにより県民の求める生涯学習情報を提供するために

【 現 状 】

同 が 通信を利用した でること及び現 の機器が著しく陳腐システム パソコン システム システム

化 している。（市町村導入の端末機器の製造中止及び部品の供給停止）

【 施策の方向性 】

平成 年度までに生涯学習情報の提供や地域ボラン 人材の登録などを行い地域の１６ ティア

め、生涯学習情報提供システムの整備を推進する。人材活用を支援するた

(2) 遠隔講義配信システムの整備

【 施策の必要性 】

遠隔講義配信 は、島しょ性や大規模市町村と小規模市町村の格差、大学等高等システム

サービス教育機関の偏在等の課題を抱える本県の状況を克服し、すべての県民が生涯学習

を享受できるようにするために必要な である。同 を整備することにより、システム システム

受講できることが期待でき、生涯学習情報を提供するために「いつでも、どこでも、だれでも」

是非必要なシステムである。

【 現 状 】

平成１１年度から、公民館や図書館、学校等に設置されたエル・ネット（教育情報衛星

通信ネットワーク）を利用し 「子ども放送局」や において、 「エル・ネットオープンカレッジ」

全国 の学習情報が受信できるようになっている。しかし、本県内で開催される生涯レベル

学習講座等は遠隔講座として配信できる環境がまだ整備されていないため、多くの地域で

学習機会が限られているのが現状である。

【 施策の方向性 】

平成 年度の の暫定的設置にともない、遠隔講義配信シス１６ 生涯学習推進センター（仮称）

テムの基本構想を策定する。平成 年度の の本格的設置に向２０ 生涯学習推進センター（仮称）

けシステムの整備を推進する。
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(3) 県立図書館の図書館情報提供システムの整備

【 施策の必要性 】

図書館情報提供システムの整備は、平成４年度に(1)の の一部として導入され、システム

資料の収集、 貸出、 などの県立図書館業務を行うテータベース構築、蔵書管理、 レファレンス

である。また、 上において一般県民に対して所蔵資料の書誌データをシステム インターネット

、パスワード提供するとともに、市町村立図書館等との図書の相互貸借、情報交換のために

による を設けている。アクセス管理がなされたページ

他府県の県立 の図書館では、これらの機能を備えたシステムはすでに整備されてレベル

おり、本県においても早急に整備する必要がある。

【 現 状 】

現 の は、平成４年度に導入したものであり、老朽化が著しく、部品システム ホストマシン

の多くが製造中止になっており維持管理に支障を来している。また、高額な維持費（保守

料、電気料）に比して、記憶容量や などの情報処理能力が著しく劣っている。レスポンス

【 施策の方向性 】

耐用年限の超過した汎用機で集中処理を行ってきた であるため、平成 年度まシステム １６

でに、経費の削減、即時処理を目的とした分散処理による への移行を推進する。システム

(4) 県立博物館の収蔵資料管理システムの整備

【 施策の必要性 】

収蔵資料管理システムは、平成６年度に県立博物館で整備し、収蔵資料台帳による収蔵

資料管理業務を整備・発展させ、台帳の電子化 作業を進めることで、資料(データベース化)

管理を効率的に行い、利用に応じた収蔵資料一覧の作成や資料検索等館内における収蔵資

料データの共有化を図ってきた。また、県民及び来館者のニーズに応えるため、博物館の

収蔵資料情報（図版写真、 映像等）を 等を活用し、博物館情報を提供するたインターネット

めに必要な である。システム

【 現 状 】

現行のシステムは、平成６年度に導入したものであり、 対応型の とネットワーク システム

しては、不十分であり、サーバ等も陳腐化が進んでいる。

【 施策の方向性 】

１７ Ｗｅｂ型システムへの移行を推進する。新館への移設に向け、平成 年度までには、

また、同システムが、将来的に統合型地理情報 博物館の収蔵システムと連携できるように、

資料のデータ整備を推進する。

(5) 埋蔵文化財情報管理システムの充実

【 施策の必要性 】

埋蔵文化財情報管理システムは、平成 年度に開所された県立埋蔵文化財センターにお１２

いて県内の遺跡から発掘調査によって出土した遺物を収蔵整理し、遺物台帳、そして展示

資料などの管理業務を整備し、台帳等の電子化（ ）作業を推進することでデータベース化

資料管理を効率的に行い県民、市町村教育委員会、研究者の利用に応じた収蔵資料や遺跡

情報の一覧を作成し、収蔵資料情報 の共有化を図るために必（図書、写真、図面、出土品等）

要な である。また、発掘調査の記録も電子化して活用するために必要な でシステム システム

ある。
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【 現 状 】

、 。以下の埋蔵文化財情報を 化し 一般県民へ文化財情報の提供に努めているデータベース

① 収蔵資料管理の効率化（図書、写真、図面、出土品、遺跡情報などのデジタル化）

② 収蔵資料に関するデータの公開と共有化

③ 県立埋蔵文化財 における来所者への収蔵資料情報の検索と提供センター

センター 教育情報ネット④ 県立埋蔵文化財 における収蔵資料および遺跡情報の検索と提供（

等）ワーク、インターネット

【 施策の方向性 】

国、県、市町村指定の文化財をはじめ、県内の遺跡、遺構、遺物等に関する各種の情報

を 化する。また、 を活用した遺跡情報と出土品に関する情報のデータベース インターネット

発信を行う。

(6) 文化財管理システムの充実

【 施策の必要性 】

文化財管理システムは、文化課内の国・県指定の文化財台帳の整備と 化をデータベース

行い、一般県民に文化財情報を提供するために必要なシステムである。

【 現 状 】

文化課内の国・県指定の文化財データの充実に努めている。

【 施策の方向性 】

システム 、今後は、各種の情報を(4)、(5)及び(6)の文化財関連の は、単独に稼働しており

統合・管理し、発信する必要がある。県立埋蔵文化財 の と連携して、センター データベース

センター 統合・文化財関連の各種の情報を文化課、県立博物館及び県立埋蔵文化財 において

し、情報の提供に努める。管理

(7) 沖縄県スポーツ情報システムの整備（県立青少年教育施設の予約システムを含む）

【 施策の必要性 】

本県のスポーツに関する施策、大会、団体、指導者、施設等の情報を総合的に提供する

ことができるホームページを作成し、県民が手軽にスポーツ情報を得ることができる環境

を整備することで、本県のスポーツ振興に役立てるために必要なシステムである。

【 現 状 】

現在、本県においては 等を活用した に関する施策、大会、団体、インターネット スポーツ

、 また、県立社会体育施設等の予約指導者 施設等の情報の総合的な提供は行われていない。

を 申し込みをしている。行うシステムもないため、県民は直接窓口で予約、

【 施策の方向性 】

沖縄県 情報 の整備を行い、総合的な 情報を県民に提供する。同スポーツ システム スポーツ

システムにおいては、 上で県立社会体育施設及び県立青少年教育施設の空きインターネット

状況の確認、予約申込み等のサービスの充実も図る。
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３ 地域の情報化の推進

(1) ＩＴ講習推進事業の実施

【 施策の必要性 】

ＩＴを利用した生涯学習情報の収集や発信として、パソコンや を活用したインターネット

県民がその利用するためのＩＴ基礎技能生涯学習情報提供システム等の利用が有効である。

の習得を図る必要がある。

【 現 状 】

平成 年度～ 年度までＩＴ講習が全国規模で開催された。沖縄県でも約５万３千人１２ １４

の県民が受講した。ＩＴ基礎技能の習得には貢献するものの、県民が十分にＩＴ技術を活

用するまでには至っていないのが現状である。

【 施策の方向性 】

一般県民の 活用能力の向上を図るため、それぞれの立場に応じたＩＴ学習機会を提供ＩＴ

ＩＴ講習推進事業を実施する。する

(2) 視聴覚教育事業の推進

【 施策の必要性 】

全ての県民があらゆる機会、あらゆる場所を利用して、自ら実生活に即する文化的教養

を高め得るような環境を醸成することが求められている。多様化・高度化する生涯学習を

支援する社会教育施設として、視聴覚 の整備が必要である。ライブラリー等

また、同施設を活用した視聴覚教育に関する研修の実施が必要である。

【 現 状 】

視聴覚教育メディア研修会は、参加希望者を募ると、毎回、定員を超える応募があり、

ニーズが高い研修会である。

また、視聴覚教材や視聴覚機器は、学校や公民館からの問い合わせが多く、特に平和学

習やユニセフに関するビデオソフトの貸し出しが多い。

【 施策の方向性 】

社会教育における視聴覚教育に関する指導者を養成するため、視聴覚教育研修事業とし

て視聴覚教育 研修会を実施するとともに視聴覚 の充実に努める。メディア ライブラリー
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Ⅳ 教育行政分野における情報化推進計画

１ インフラの整備

(1) 沖縄県総合教育情報ネットワークの構築

【 施策の必要性 】

「沖縄県総合教育情報 」とは、学校教育 、社会教育ネットワーク （県内全ての公立学校を含む）

。及び教育行政 の関係機関全てを結ぶ のことである（各市町村教育委員会を含む） ネットワーク

学校教育・社会教育・教育行政の各機関が保有する教育情報を コンピュータ 利用、 等を

して迅速な提供や共有化を図りながら、各々の を リアルネットワーク 利用して各教育機関が

タイ な情報交流を可能とするために整備する必要がある。ム

【 現 状 】

現行の教育情報ネットワークは、ＩＴ教育 イントラネットセンターを拠点とする県立学校

（平成１４年度整備予定） ネットワーク（平成１４年度完成予定）の及び沖縄県総合行政情報通信

同士の接続等において整備が不十分である。ネットワーク

【 施策の方向性 】

各市町村教育委員会及び公立小中学校を含む学校教育 との連携においては、ネットワーク

知事部局企画開発部と協力し、沖縄県総合行政情報通信ネットワーク等を活用し、整備を

推進する。

また、ＩＴ教育 と市町村の地域 に関する役割分担を明確にセンター センターのネットワーク

した上、有機的に接続し、県全域での教育情報の共有化及び情報交換を円滑に推進する。

(2) 教育庁内ネットワークの整備

【 施策の必要性 】

教育庁内 の整備は、以下の目的を達成するために整備をする必要がある。ネットワーク

① 各学校や出先機関等どこからでも、各種の情報の検索利用ができる （情報の共有化）。

相互に電子メールを利用した情報交流② 本庁と教育事務所や各出先機関及び県立学校間で、

が即座にできる （情報の即時性、通信コストの軽減化）。

③ 各機関等が持っている情報を 上に公開する （情報の公開・発信）インターネット 。

【 現 状 】

システム（教育庁内ＬＡＮ） センターを拠点とする県立学校現行の教育行政情報 は、ＩＴ教育

イントラネット（平成１４年度予定） ネットワーク（平成１４年度完成及び沖縄県総合行政情報通信

に十分対応できていない。予定）

【 施策の方向性 】

学校教育・社会教育・教育行政の各教育情報ネットワークを連携し、教育情報の迅速な

提供や共有化及びリアルタイムな情報交流が図れるよう教育庁内 の整備を推進ネットワーク

する。

※ 情報は、原則として情報の発生源 から発信する（教育庁各課・各出先機関、教育機関）
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(3) 一人一台のパソコンの整備

【 施策の必要性 】

パソコン メール、 ペー職員一人一台の は、行政事務の効率化や電子 電子掲示板を活用した

化を進める上でも基盤となるものであり、早急な整備が必要である。パレス

【 現 状 】

、 、 。現在 県立学校事務職員には 一人一台のパソコンの整備がなされていない状況にある

【 施策の方向性 】

パソコンの整備を推進する。県立学校事務職員に一人一台の

２ 情報化推進体制の整備

(1) 県・市町村が一体となった情報化推進体制の確立

【 施策の必要性 】

学校教育の情報化に向けて、各市町村ごとの整備状況及び取組み格差が見られることか

していくことが特に重要ら、相互の整合性や進捗状況等を確認し、総合的かつ戦略的に推進

である。

県においても、全庁的な推進体制を確立し、電子県庁構築を目指している。県教育委員

会においてもこのような流れを踏まえ、全県的な情報化推進体制を確立することが必要で

ある。

【 現 状 】

学校の情報化を推進するため、県・市町村行政連絡会議や校長会等で校内ＬＡＮ整備や

教育用 等の整備について説明を行ってきた。コンピュータ

【 施策の方向性 】

学校教育の情報化の推進に向け、全県的な推進体制を確立する。

(2) 情報化推進リーダーの育成及び専門的知識を有する要員の確保

【 施策の必要性 】

教育庁全体の情報化を組織的に推進していくためには、人材の確保及び育成が不可欠で

ある。そのため、業務主務課には情報化推進の の育成、教育情報 室にキーパーソン システム

おいては、最新技術動向を把握し、総合的な見地から 企画、業務主務課支援を行システム

う専門的な知識を有する職員の確保が必要である。

【 現 状 】

「 」 、 。各課・出先機関で 情報化推進 を設置し 教育庁内の情報化を推進しているリーダー

【 施策の方向性 】

情報化推進リーダーを中心に、各課、出先機関単位での情報化推進体制を整える。

また、情報化を推進するにあたり、ＩＴ教育センター及び総合教育情報ネットワークの

効果的な運用を図るためには、一定の専門知識を有する高度な要員の確保が課題である。

各方面の運用にあたっては知事部局企画開発部との連携が重要であることから、教育委員

人事交流も視野にいれた連携・交流を強化する必要がある。会と知事部局との情報関連分野の
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職員研修の充実(3)

【 施策の必要性 】

その資源を十分に活用するために職員の情報教育行政分野における情報化の進展に伴い、

の向上が不可欠である。今後の の整備状況及び職員のスキル、リテラシー インフラ、システム

ニーズに応じた研修体制を整備することが必要である。

【 現 状 】

本庁各課情報化推進 ーを中心に教育庁 の運用及び独自 の操作等リーダ ネットワーク システム

の研修を行ってきた。出先機関等の 整備が進んできていることから、出先機関ネットワーク

の職員対象の研修も検討する必要がある。

【 施策の方向性 】

アプリケーション（ワープロ・表計算・データベース自治研修所等で実施されている基礎的な

等）研修の活用を促進するとともに、教育庁独自で整備するシステムに関する研修を実施する。

３ システムの整備

(1) 統合型地理情報システムの整備

【 施策の必要性 】

システム ＧＩＳ地理情報 については、総務省を中心とした関係省庁連絡会議が組織され「

アクションプログラム２００２－２００５」 シスを策定しており、地方公共団体等における地理情報

の整備・普及を促進し、教育行政も含めた各行政分野のサービス向上を図ることが謳テム

われている。本県においても「沖縄県行政情報化推進計画」の中で高度・多様化する県民

ニーズに対応した質の高い行政サービスの提供、業務の簡素・効率化等を図るものとして

統合型の地理情報システムの整備に触れているところである。

教育庁においても地理情報 の有効な活用を図ることにより、県民の に迅速システム ニーズ

・的確に応え得る教育行政を展開していくことが重要である。

【 現 状 】

システム 不十分であり、情報教育庁各所属の個別業務 同士に共通の基盤がないため連携が

の共有化及び情報交流が円滑に行なわれていない。

【 施策の方向性 】

教育庁各所属に分散している各種教育情報及び を統合型地理情報 によりシステム システム

連携することで情報の的確な把握、複合的な情報の活用等ができるようになり、教育行政

の効率化に役立てるものとする。

(2) 教育庁各所属における個別業務システムの整備

【 施策の必要性 】

教育庁各所属においてもＬＡＮ整備及び職員用端末が整備され情報基盤が整いつつある

ところであるが、より良い教育行政を目指して効率化・高度化を図るため、各所属におけ

る基幹業務をシステム化していく必要がある。



- 3 0 -

【 現 状 】

現在、教育庁２６所属中７所属が業務システムを導入しているところであるが、全所属

の基幹業務をシステム化を促進する必要がある。

【 施策の方向性 】

教育庁各所属において、基幹業務となっているものについては、これをすべてシステム

化することを目指す。

(3) 文書管理システムの導入と情報公開の推進

【 施策の必要性 】

（あるいは公文書教育行政事務における文書等を電子文書としてその発生から保存、廃棄

まで一貫して管理する統合的な文書管理 を導入することにより教育館への引渡し） システム

行政の透明度を担保し、かつ簡素・効率化を図る必要がある。

また、電子文書とすることによりこれらを体系的に整理・保管し、文書へのアクセス性

をため、情報公開の実効性をよりよく保証していくものである。

【 現 状 】

文書等については、保有する電子文書の体系的な整理、ファイル目録の作成及びデータ

ベース化等が未整備となっている。

また、情報公開においてもこれらの理由等から積極的に行っているとは言い難い。

【 施策の方向性 】

各職員において行う文書処理をすべて電子化することを目指し、文書管理システムの整

インターネット システムを構築していく。備を行っていくとともに 等を活用した情報公開を行う

(4) 教育行政データ収集システムの整備

【 施策の必要性 】

沖縄県全域における教育行政分野の情報を県教育委員会において集約する が必システム

要である。本 を整備することにより本県の教育分野における情報の的確な把握をシステム

行い施策の展開に資するものとする。

【 現 状 】

県教育委員会においては、各市町村教育委員会との情報交流等を文書により行っている

ところであるが、迅速性に欠ける上、把握する情報が限定されていることが挙げられてい

る。また、施策の立案、推進等においても各市町村教育委員会からの情報不足により円滑

な教育行政に支障を来している。

【 施策の方向性 】

平成 年度に導入したＩＴ教育支援システムを活用し、教育行政データ収集システムの１３

整備を図る。

また、本システムを活用して平成 年度までに災害発生時 及び発生後１６ （特に台風発生時）

保護者・地域住民に提供できるようにする。の学校における被害状況等に関する情報を
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社会教育分野及び教育行政分野における情報化推進計画表

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

（２００２年度） （２００３年度） （２００４年度） （２００５年度）

教育行政データ収集システムの整備

文書管理システムの導入

シ
ス
テ
ム
の
整
備

統合型地理情報システムの整備

教育庁各所属における個別業務シ
ステムの構築

情報化推進リーダーの育成

情
報
化
推
進
体
制
の

整
備

県・市町村が一体となった推進体制の確
立

職員研修の充実

一人一台のパソコンの整備

教
育
行
政
の
情
報
化
推
進

イ
ン
フ
ラ
整
備

沖縄県総合教育情報ネットワークの
構築

教育庁内ネットワークの充実

地
域
の
情
報

化
の
推
進

ＩＴ講習事業の実施

視聴覚教育事業の推進

沖縄県スポーツ情報システムの整備
（県立青少年教育施設の予約システ
ムを含む）

文化財管理システムの充実

埋蔵文化財情報管理システムの充
実

県立博物館の収蔵資料管理システ
ムの整備

県立図書館の図書館情報提供シス
テムの整備

年　　　度

多
様
な
生
涯
学
習
情
報
の
提
供

イ
ン
フ
ラ
整
備

生涯学習推進センター（仮称）の
情報通信環境の整備

衛星通信利用による「子ども放送局」
事業の推進

シ
ス
テ
ム
の
整
備

生涯学習情報提供システムの整備

遠隔講義配信システムの整備

生涯学習推進センター（仮称）
への情報通信環境の整備

「子ども放送局」及び「エル・ネットオープンカレッジ」の活用の促進

システム再開発

システム再開発

埋蔵文化財資料のデータベース化の推進

システム運用開始

ＩＴ講習事業の
実施

視聴覚教材及び視聴覚機器の充実

県立学校インター
ネット回線の高速化

教育庁内ネットワークの充実

職員研修の充実

教育庁各所属の
意向調査

システムの導入検討

データ収集シス
テム運用試験

運用開始

博物館収蔵資料のデータベース化の推進

システム再開発 運用開始図書館情報の
充実

地理情報
システム
との融合文化財資料のデータベース化の推進

市町村地域センター整備の促進

出先機関の一人一台
のパソコン整備

沖縄県教育情報化推進委員会の設置

システムの基本
構想作成

システム開発
個別業務シス
テムとの融合

教育庁各所属の意向調査
システムの基本
構想作成 システム開発

システムの導入

教育庁各所属の
意向調査

システムの導入

システム開発

システム整備

県立学校事務職への一人一台のパソコン整備

情報化推進リーダーの育成
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